
質問回答

平成 24年 6月 14日
「母子保健における IT活用のための調査研究（プロジェクト研究）」
（公告日：平成 24年 6月 5日 ）について、業務指示書に関する質問と回答は以下のとおりです。

通番号 当該頁項目 質問 回答

1 p3 第 5、1 注) 類似業務 第 5 , 1. コンサルタントの経験、能力等での類似
業務の指定は、「IT 分野に係る各種業務」となっ
ていますが、本プロポーザルでは、母子保健分野

における専門性と従事歴は評価されないのでしょ

うか。

社としての評価は「IT 分野に係る各種業務」を類
似業務として評価します。母子保健分野を担当す

る業務従事者の方については、母子保健分野に

関わる類似業務の経験や学位・資格等の専門性

について評価します。

2 P3 第 5、3 (3) 評価対象業務
従事者の経歴

(p 10) プロポーザル評価表

評価対象従事者のうち、「母子保健」について、プ

ロポーザル評価表 3. (2)のイ 類似業務の経験、
ロ 対象国又は同近隣地域若しくは同類似地域

での業務経験は、「母子保健」ではなく「IT 分野」
を類似業務の範囲として評価されるのでしょう

か。

上記のとおりです。

3 業務指示書 ３ページ

第５ プロポーザルに記載される

べき事項

１ コンサルタントの経験、能力

等

「コンサルタント」の定義について。

共同企業体を結成する場合、ここで言う「コンサ

ルタント」とは、代表者単独のことを指すのでしょ

うか、あるいは、共同企業体全体を指すのでしょ

うか。（（１）類似業務の経験、能力（２）当該業務

実施上のバックアップ体制は、共同企業体全体

の内容を記載して良いか）

共同企業体を結成する場合は、結成される社す

べてを評価することとなります。共同企業体全体

の内容を記載ください。



4 業務指示書 10ページ
プロポーザル評価表

３．業務主任者及び業務従事者

の経験・能力

１）業務主任者の経験・能力

業務管理グループの経験・能力の分担につい

て。

業務主任者の経験・能力として「総括／IT分野１」
とありますが、業務管理グループを配置する場

合、主任者が「総括」、副主任者が「IT」を担う形を
とれるでしょうか。（母子保健・プロジェクトマネジ

メント・海外事業の経験・能力があるものを主任

者とし、IT 分野の経験・能力は副主任者が担うな
ど）

業務指示書記載のとおり（第 3 2．）、業務従事
者構成は業務内容及び業務工程を考慮の上、よ

り適切と思われる団員構成がある場合には、明

確な理由と共にご提案頂くことは可能です。

5 競争参加資格の取得期限につ

いて

今回のプロポーザル応募形式は業務実施契約

（単独型）であるため、競争参加資格審査の提出

期限は「プロポーザル提出の３日前まで」（共同企

業体提案の構成員の場合、プロポーザル提出日

まで）との条件が適用される認識でおりますが、

上記認識に間違いはないでしょうか。

本件は業務実施契約（小規模）となるため、競争

参加資格審査の提出期限は、原則業務指示書

配布開始日の 3営業日前までとなります。共同企
業体の構成員の場合はプロポーザル提出時まで

です。

6 代表企業について 競争資格審査中の企業が代表企業としてプロポ

ーザルを提出することは可能でしょうか。

審査は数日で終わりますので、プロポーザル提

出時には整理番号の付与が可能です。

7 業務主任者について 業務主任者は代表企業からのみの選出とありま

すが、

代表企業が競争資格審査中の場合でも、代表企

業からの選出になるでしょうか。

上記のとおりです。

8 競争資格審査の結果を受けての

再提出

競争資格審査中の企業を含めた共同企業体で

提案を提出し、その企業が競争資格審査に通ら

なかった場合、再度座組みを変えてプロポーザル

上記のとおりです。プロポーザル提出時までには

審査は終わりますので、結果をもって、どの社が

代表となるか、ご検討いただければと思います。



を提出することは可能でしょうか。

（資格審査に通らなかった時点で、採択の可能性

がなくなるのでしょうか）

9 同上 本案件の実施のために、代表企業が業務主任者

を雇用する場合、雇用関係はどの程度のものが

必要でしょうか。

（正社員雇用が必須、あるいは、委託雇用・アル

バイトなどでも問題ないでしょうか）

プロポーザル作成要領の 6 ページ（３）６）に記載
のとおりです。

10 同上 上記の場合、プロポーザル提出時に業務主任者

と代表企業での雇用関係に関する証明書の提出

が必要でしょうか。

上記のとおり、雇用保険または健康保険情報を

プロポーザルに記載いただくこととしております。

11 同上 上記の体制でプロポーザルを提出し、採択された

場合、報告時の事務処理で、必要な関連資料は

あるでしょうか。

上記のとおり。

12 7ページ別紙 1、調査項目５（ア） 「母子手帳（冊子）」の印刷費の予算の捻出を課
題として想定している」とありますが、その課題を

解決するための事業形態としては、貴機構が近

年実施している BOP や中小企業振興といった事
業モデルという理解でよろしいでしょうか。

協力準備調査（BOPビジネス連携促進）等も可能
性としては想定していますが、本調査にて、課題

を同定した上で、実現しうる事業モデルを形態も

含めて提案頂くことを期待しています。

13 該当ページなし

安全管理、見積り

パレスチナ保健庁は西岸のナブルスにあります

が、以前ナブルスへの移動は防弾車を貴機構現

地事務所から借用しました。また、車輌が重いた

め燃料費を 2 倍で見積りました。今回ナブルスへ
の移動に際し、特殊車両の使用は必要でしょう

か。

ナブルスへの移動に際しては、防弾車の使用が

必要です。また、防弾車を使用する際にはパレス

チナ事務所より貸与することになります。



14 調査対象地域（パレスチナ） パレスチナはガザ、西岸地域の両方を調査すると

いう理解でよろしいでしょうか。

パレスチナの調査は西岸地域のみを予定してい

ます。

15 該当ページなし

見積り

現地調査で IT 関連の現地民間企業などへ訪問
調査を行なう際に、英語でのやりとりが困難と想

定される場合、通訳者（英⇔現地語または日⇔現

地語）の特殊傭人費を見積り計上できますでしょ

うか？

通訳者を必要とする調査国においては通訳者の

傭上の見積もりは可能です。

16 該当ページなし

見積り

現地調査で、企業訪問を行なう際に、車両借上費

を見積り計上できますでしょうか？

現地調査における車両借上費の見積もり計上は

可能です。

なお、「コンサルタント等契約におけるプロポーザル作成要領」及び「見積もり書作成の手引き」にて記載している項目も多いため、プロポーザル作

成にあたっては、同ガイドラインをご活用いただくよう、重ねてよろしくお願い申し上げます。

以上


